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当別町新庁舎建設検討委員会   
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当別町新庁舎建設に関する提言にあたって  

町行政を進める上で、町民生活を支えている役場庁舎は、近年、全国各地

において自然災害が頻発している中で、災害時に対策本部を設置することに

なる施設としても、非常に重要な役割を担ってきております。しかし現庁舎

は、建築から５５年以上経過しており、老朽化が著しく、耐震基準も満たし

ていない状態です。  

そのような状況の中、令和３年９月に町が策定した「当別町庁舎建設基本

構想（素案）」を基に、新庁舎建設について住民視点での検討を進めるため

「当別町新庁舎建設検討委員会」を令和４年２月に設置し、これまで１９回

にわたって議論してまいりました。  

令和３・４年度には、主に庁舎の機能や規模、建設手法について検討を行

い、令和５年度には、事業費の削減を意識した庁舎機能の分散配置も検討し

てまいりました。  

しかし、令和５年９月に北海道医療大学の移転が報道され、まちづくりの

方向性が定まっていない中で新庁舎建設の検討を進めていくことは難しい

と判断し、現庁舎の耐震化について検討すべきであることを町長へ報告をい

たしました。  

その後、令和６年度に現庁舎の耐震化調査を行った結果、耐震化に係る費

用が想定よりも非常に高額になることが判明したため、本委員会としては、

耐震補強ではなく新築に向けた議論をすべきであると方向づけし、令和６・

７年度においては、今までの議論のまとめをするべく、新庁舎の機能や規模、

建設場所、建設手法について改めて検討してきたところです。  

そして、この度、これまでの検討内容を、提言書として取りまとめました。

この提言書の内容をもとに、早期に新庁舎の建設に取り組まれることを期待

いたします。  

当別町新庁舎建設検討委員会  

委員長  高橋  昌二   
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【会議開催状況】  
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令和３・４年度の検討経過  

 令和３・４年度は、新庁舎機能、防災機能、 ICT 機能、建設費などを中心

に、町の財政状況も踏まえた中で検討を進めてまいりました。基本構想（素

案）からの事業規模の見直しについては、複合化や、面積規模の適正化・兼

用化、既存施設を活用した分散配置についての検討を行いました。  

 

庁舎規模の適正化や兼用化の検討の結果、必要面積は基本構想 (素案 )の

5,140 ㎡から、必要機能の再検討や諸室の兼用化を行うことで 4,597 ㎡まで

縮減でき、事業費の削減が可能であると整理しました。  

 

また、既存施設を活用した分散配置については、NTT 当別ビルへ執務室の

一部分散や倉庫機能の分散により、庁舎の新築面積が削減できることを確認

しましたが、改修費、リース費、駐車場の確保等、多くの課題があるものと

して整理しました。  
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令和５年度の検討経過  

 令和５年度は、分散化のための既存施設の利活用調査結果に基づき、既存

施設の組み合わせや整備方針について協議を行いました。  

 

 現庁舎、白樺コミュニティーセンター、旧当別小学校、 NTT 当別ビルの４

施設を対象とした、既存施設を活用することによる庁舎建設の組み合わせパ

ターンを抽出し比較検討を行いました。  

 

 各施設の既存資料や目視調査に基づく劣化具合の確認を行い、既存施設の

活用と新築による複数の組み合わせパターンによる、耐震安全性や耐用年数

のほか、概算事業費による比較を行いました。しかしながら、北海道医療大

学の移転といった当別町をとりまく情勢の変化が生じ、新庁舎建設の時期に

ついては再度深く検討することが必要であるとして、現庁舎における耐震補

強パターンについての検討も行いました。その結果として、庁舎建設は「新

築」を基本としつつも、町の情勢を見定めるために建設を遅らせることもや

むを得ないものと判断し、その間、現庁舎を改修して対応すべく、耐震補強

や改修費についての調査・検討を早急に進めるべきであるということを新庁

舎建設における整備方針として整理しました。  
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令和６年度の検討経過  

令和６年度は、現庁舎の耐震化調査を行い、その調査結果から改修工事費

の総額が 37 億 9211 万円という試算となり、非常に高額の費用となることが

見込まれるため、検討委員会の総意として「耐震補強ではなく、早急に新庁

舎の新築に向けた議論に移行すべきである」との見解に至りました。  

 

建設候補地の検討については、４つの候補地（現役場庁舎、旧当別小学校、

白樺公園、農協）の課題点等の整理を行い、都市公園等により課題が残る白

樺公園用地と当事者の意向を踏まえた農協用地の２か所を候補地から除外

しました。そこで、旧公民館用地にその周辺用地を加えた候補地を新たに追

加し、現役場庁舎、旧当別小学校跡地、旧公民館跡地とその周辺の３か所を

候補地として整理しました。  
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令和７年度の検討経過  

 令和７年度は、庁舎機能規模の検討を行い、以前までの検討内容を踏まえ

て、現庁舎面積 3,117 ㎡に対して基本構想（素案）では 5,140 ㎡であった延

べ床面積を 4,597 ㎡まで縮減すべきであることを改めて確認しました。庁舎

の分散化についても検討を行い、活用候補として考えている施設の改修費や

耐用年数の問題から、「事業費が抑えられる」という分散化のメリットはあ

てはまらないものとして整理しました。  

 

建設候補地は、現庁舎用地約 8,500 ㎡、旧当別小学校用地約 18,100 ㎡、

旧公民館用地及び周辺用地約 13,790 ㎡の各候補地における建設費や解体費

などの諸経費及び留意点を整理し、特に旧公民館用地の周辺用地は用地取得

が必要になりますが、その他の要件を勘案してこの場所を第一の候補地とし

ました。  

 

建設手法は、従来手法、 PFI 方式、リース方式のメリット・デメリットを

比較し、全国的な事例はまだ少ないものの、民間のノウハウを生かしやすく、

また、費用を後年次への平準化した負担とすることが可能であることや、工

期が比較的短いことなどのメリットがあることから、リース方式に優位性が

あるとして整理しました。  
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【  提 言  】  

当別町新庁舎建設に関して、次のとおり提言いたします。  

 

【提言１】新庁舎の機能について                  

・現庁舎は、バリアフリー機能を有しておらず、町民にとって利用しやすい

ものとはなっておりません。また、大規模な災害に対応するための機能の

大幅な強化も必要になると考えられ、新庁舎の機能として、エレベーター

や多目的トイレといったバリアフリー機能に加え、備蓄倉庫や災害対策室

のような災害時に対応するための機能を増やす必要があります。  

 

・また、デジタルを推進する町として、デジタル化による町民サービスの向

上や執務環境の改善も必要であると考えます。（例としてリモート相談窓

口の対応強化やフリーアドレスの導入など）  

 

・庁舎利用者や職員の環境を改善するためにトイレや空調設備の機能をよ

り充実させる必要があります。  

 

・以上のことを踏まえ、新庁舎の機能としては、町民および職員にとって利

便性が大幅に向上するものになるよう、考えていくことが必要です。  

 

・複合化については、事業費が増加することが考えられますが、町の未来を

考えたときに文化ホール等の併設やテナントの導入について、検討すべき

であると考えます。  
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【提言２】新庁舎の規模について                        

・当初、当別町庁舎建設基本構想（素案）では、行政規模や職員数から基準

に当てはめて、庁舎面積を 5,140 ㎡としていましたが、建設費削減の観点

から、どれくらい面積を削減できるか検討を行い、会議室の兼用化・適正

化を図ることで、4,597 ㎡にすることができるものと考えます。現庁舎の

中で既に使われなくなっている諸室や、ペーパーレス化等により将来的に

不要になる諸室があることも考えられ、また、使用頻度の少ない諸室につ

いてはさらなる兼用化・適正化を検討することによって、必要な面積を考

えていくべきです。  

 

・また、既存施設を活用した分散化についても検討しました。考えられる既

存施設として NTT 当別ビルや旧当別小学校をモデルケースとし、検討して

きましたが、どちらの建物も老朽化が進んでおり、改修費がかかってしま

うという点から、事業費の削減は難しいと思います。そのため、分散化せ

ずに機能を集約させた庁舎を新築で建設するべきであると考えます。  
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機能・規模に関わる提言資料  令和７年度第１回委員会資料抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

〈会議内で出た意見〉  

・職務環境を向上させる機能は、優秀な人材の獲得にもつながるため、取り入れ

るべき  

・町がデジタルを推進していくのなら、デジタル機能を充実させたりと、 町政に

合わせた機能を持たせるべき  

・町の将来を見据えたときに、どのような機能が備わっていれば町民にとって良

いか、そのような視点から検討するべき  
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分散化に関わる提言資料  令和７年度第１回委員会資料抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈会議内で出た意見〉  

・役場機能が１か所に集中していたほうが、町民にとっても利便性が良い  

・分散化しても事業費の縮減を期待できないのであれば、意味がない  

・分散化ではなく、新築のほうが良い  

  

・既存施設を改修する場合、多額の改修費がかかる。  

・耐用年数を伸ばすためには、さらに定期的に改修をする必要がある。  

・NTT 当別ビルおよび旧当小については築年数がかなり経過している（ NTT

当別ビル→築 62 年、旧当小→築 54 年）  

・また、活用してから十数年で次の移転先を考えなくてはならない。  

②、③、④については  

「事業費が抑えられる」という分散化のメリットにあてはまらない  
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【提言３】建設候補地について                        

・建設候補地として、当初は、現庁舎用地、旧当別小学校用地、白樺公園

用地、農協用地の４候補地で比較検討を行ってきました。まず、白樺公

園用地については都市公園であり制約が大きいことや、町民からの反対

意見もあったことから、候補地より除外しました。また、農協用地につ

いても、土地所有者との協議の結果、土地所有者の業務継続のための仮

設事務所や駐車場の確保等、多岐にわたる課題が判明したことから、候

補地より除外することとしました。  

 

・現庁舎用地、旧当別小学校用地、加えて、旧公民館用地とその周辺の３

つの候補地で再度検討を行いました。現庁舎用地は JR 線路の近接工事と

なり面積が十分に確保できないことや建設費の増加が避けられないこと

が判明し、候補地から除外することしました。  

 

・旧公民館用地とその周辺については、市街地にあり利便性は高く、また

商業地にも近く、新たな人の流れが生じることが望め、地域経済の活性

化につながるものと考えます。また、周辺民有地を含めることにより十

分な面積も確保できるものと考えます。  

 

・旧当別小学校用地は、市街地にあり利便性は高く、また面積は確保でき

ますが、隣接する道路や橋の整備が必要な点や、河川に隣接しているた

めに、水害時における避難・支援場所として支障が生じるといった懸念

があります。  

 

・以上のことを踏まえ、旧公民館用地に周辺民有地を加えた用地を第一候

補地として検討すべきであると考えます。ただし、民有地の確保が未定

であることから、旧当別小学校用地を第二候補地として検討をすること

も必要です。  
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建設候補地に関わる提言資料  令和７年度第２回委員会資料抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈会議内で出た意見〉  

・旧公民館の用地であれば、人流が生まれることに期待ができる  

・費用や実現性からみて、現庁舎用地は候補地から外すべき  

・用地取得が予定通り進まなかった場合のために、旧公民館用地を第二候補とし  

たほうが良い  

 

  

①  現 庁 舎 用 地  

②  旧 当 別 小 学 校 用 地  

③  旧 公 民 館 用 地 ＋ 民 有 地  

ゆ と ろ  

Ｊ Ｒ 当 別 駅  

（ 白 樺 町 5 8 - 9）  

（ 元 町 1 0 2 - 1）  

（ 末 広 1 1 8 - 3 6）  

町 有 地  

民 有 地  

民 有 地  

※３つの候補地において、いずれも都市計画上の用途地域の変更が必要となる  
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【提言４】建設手法について                         

・当別町庁舎建設基本構想（素案）で示された建設事業手法である、従来手

法、 PFI 方式、リース方式の３つについて比較、検討を行いました。  

 

・従来手法では、町が資金調達を行い、設計、建設、維持管理等の業務をそ

れぞれ個別に予算化し、段階を追って発注することとなり、国の補助金・

起債で活用できるものがある場合、反映させやすいというメリットがある

一方で、他二つの方法に比べて時間がかかることや、建設時に一括して予

算化（資金調達）しなければならないというデメリットが考えられます。 

 

・ PFI 方式では、民間事業者が資金調達を含め、設計・建設まで行う、一括

発注方式となっており、従来手法に比べ後年次への費用負担の平準化が図

りやすく、民間のノウハウを生かしやすいという点がメリットである一方

で、導入可能性調査を行う必要があるなど、建設までに時間がかかること

がデメリットとなっています。  

 

・リース方式は、民間事業者が建設・所有する物件を貸借するものであり、

資金調達や設計・建設を事業者において一括で行っていくため、工期が他

の方法に比べて最も短いという利点があります。また、整備費用等はリー

ス料として事業期間にわたり分割で支払いを行うこととなり、後年次への

費用負担の平準化を図ることができ、加えて、その間の施設の修繕等はリ

ース会社の負担となるメリットがある一方で、全国的に事例が少ないこと

や、基本的に民間資金の活用となるため国の補助金や起債の活用が限られ

ることがデメリットとなっています。  

 

・以上、３つの方式の比較・検討をした際に、ランニングコストや建設期間

の縮減が図れる、リース方式を建設手法の第一候補として検討すべきです。

ただし、今後、新たな国の補助金や起債が活用できることとなった場合に

は、リース方式を選ぶよりも他の方式のほうが費用負担の縮減の可能性が

生じるため、国の動向に注目しながら、従来手法、PFI 方式の活用につい

ても継続して検討すべきであると考えます。   
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建設手法に関わる提言資料  令和７年度第２回委員会資料抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

〈会議内で出た意見〉  

・まちづくりを進めるうえでは PFI 方式が有効に見えるが、時間がかかってしまう  

・一番時間のかからない、リース手法を第一候補として、PFI の要素も取り入れてい

くような形が良い  

・いつ発生するかわからない災害に備えて、できる限り早急に建設すべきではある

が、町の将来を考えて、手法について時間をかけて検討していくことも大事である  
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